
連結貸借対照表
（平成30年 3月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 175,497,356 固定負債 47,511,684 

有形固定資産 165,833,830 地方債等 38,930,926 
事業用資産 62,429,613 長期未払金 - 

土地 33,669,623 退職手当引当金 6,669,366 
立木竹 906,587 損失補償等引当金 19,667 
建物 68,071,547 その他 1,891,725 
建物減価償却累計額 △ 42,053,049 流動負債 6,952,930 
工作物 3,393,499 １年内償還予定地方債等 6,015,717 
工作物減価償却累計額 △ 1,681,290 未払金 329,536 
船舶 - 未払費用 10,481 
船舶減価償却累計額 - 前受金 18,375 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 496,264 
航空機 - 預り金 82,543 
航空機減価償却累計額 - その他 15 
その他 60,985 54,464,615 
その他減価償却累計額 △ 26,206 【純資産の部】
建設仮勘定 87,917 固定資産等形成分 186,195,572 

インフラ資産 101,122,299 余剰分（不足分） △ 47,106,736 
土地 21,581,707 他団体出資等分 - 
建物 2,456,863 
建物減価償却累計額 △ 1,411,796 
工作物 177,667,810 
工作物減価償却累計額 △ 111,831,272 
その他 13,963 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 12,645,025 

物品 8,487,138 
物品減価償却累計額 △ 6,205,220 

無形固定資産 405,840 
ソフトウェア 37,849 
その他 367,991 

投資その他の資産 9,257,686 
投資及び出資金 166,388 

有価証券 61,576 
出資金 104,769 
その他 43 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 1,346,221 
長期貸付金 13,317 
基金 7,928,200 

減債基金 1,587,708 
その他 6,340,493 

その他 5,000 
徴収不能引当金 △ 201,440 

流動資産 18,056,094 
現金預金 6,738,768 
未収金 605,059 
短期貸付金 5,420 
基金 10,692,795 

財政調整基金 8,423,795 
減債基金 2,269,000 

棚卸資産 16,643 
その他 5,317 
徴収不能引当金 △ 7,908 

繰延資産 - 139,088,836 
193,553,451 193,553,451 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計



連結行政コスト計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 59,935,268 

業務費用 23,920,998 

人件費 7,626,324 

職員給与費 6,094,034 

賞与等引当金繰入額 486,060 

退職手当引当金繰入額 748,560 

その他 297,669 

物件費等 15,077,484 

物件費 8,070,134 

維持補修費 793,484 

減価償却費 5,666,098 

その他 547,768 

その他の業務費用 1,217,191 

支払利息 436,347 

徴収不能引当金繰入額 164,088 

その他 616,756 

移転費用 36,014,270 

補助金等 32,863,470 

社会保障給付 3,067,246 

他会計への繰出金 - 

その他 83,553 

経常収益 4,095,802 

使用料及び手数料 2,199,966 

その他 1,895,836 

純経常行政コスト △ 55,839,466 

臨時損失 302,964 

災害復旧事業費 19,491 

資産除売却損 252,544 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 2,140 

その他 28,789 

臨時利益 41,149 

資産売却益 7,503 

その他 33,646 

純行政コスト △ 56,101,281 

科目



連結純資産変動計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 138,443,086 188,459,208 △ 50,016,122 0 

純行政コスト（△） △ 56,101,281 △ 56,101,281 0 

財源 57,069,498 57,069,498 0 

税収等 41,084,599 41,084,599 0 

国県等補助金 15,984,899 15,984,899 0 

本年度差額 968,217 968,217 0 

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,932,428 1,932,428 

有形固定資産等の増加 3,390,245 △ 3,390,245 

有形固定資産等の減少 △ 6,302,876 6,302,876 

貸付金・基金等の増加 7,204,811 △ 7,204,811 

貸付金・基金等の減少 △ 6,224,608 6,224,608 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 △ 311,607 △ 311,607 

他団体出資等分の増加 - - 

他団体出資等分の減少 - - 

比例連結割合変更に伴う差額 △ 10,304 △ 21,407 11,103 

その他 △ 557 1,805 △ 2,362 

本年度純資産変動額 645,750 △ 2,263,636 2,909,386 0 

本年度末純資産残高 139,088,836 186,195,572 △ 47,106,736 0 

科目 合計



連結資金収支計算書
自　平成29年 4月 1日
至　平成30年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 53,947,323 

業務費用支出 17,948,082 
人件費支出 7,529,734 
物件費等支出 9,405,700 
支払利息支出 436,347 
その他の支出 576,302 

移転費用支出 35,999,241 
補助金等支出 32,863,470 
社会保障給付支出 3,067,763 
他会計への繰出支出 - 
その他の支出 68,008 

業務収入 60,492,322 
税収等収入 41,032,946 
国県等補助金収入 15,514,953 
使用料及び手数料収入 2,178,597 
その他の収入 1,765,825 

臨時支出 81,578 
災害復旧事業費支出 19,491 
その他の支出 62,087 

臨時収入 270,825 
業務活動収支 6,734,245 
【投資活動収支】

投資活動支出 5,169,444 
公共施設等整備費支出 2,294,407 
基金積立金支出 2,468,202 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 406,836 
その他の支出 - 

投資活動収入 2,158,521 
国県等補助金収入 370,839 
基金取崩収入 1,345,827 
貸付金元金回収収入 398,355 
資産売却収入 43,500 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 3,010,923 
【財務活動収支】

財務活動支出 3,897,176 
地方債等償還支出 3,896,058 
その他の支出 1,118 

財務活動収入 2,681,675 
地方債等発行収入 2,671,039 
その他の収入 10,636 

財務活動収支 △ 1,215,501 
本年度資金収支額 2,507,820 
前年度末資金残高 4,152,851 
比例連結割合変更に伴う差額 △ 2,183 
本年度末資金残高 6,658,489 

前年度末歳計外現金残高 241,349 
本年度歳計外現金増減額 △ 161,070 
本年度末歳計外現金残高 80,279 
本年度末現金預金残高 6,738,768 

科目
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連結財務書類に係る注記

１ 重要な会計方針

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円と

しています。

② 無形固定資産･････････････････････････････原則として取得原価

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

なお、水道事業会計及び一部の連結対象団体（一部事務組合、広域連合

等）においては、原則取得原価としています。

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的有価証券･･･････償却原価法（定額法）

② 満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの･･････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの･･････取得原価（又は償却原価法（定額法））

③ 出資金

ア 市場価格のあるもの･･････会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの･･････出資金額

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 原材料、商品等･････････個別法による低価法。ただし一部の連結対象

団体においては、原価法によっています。

② 販売用土地･････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施

行規則第４条第２項各号に掲げる方法

（４）有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。



・建物 10 年～50 年

・工作物 10 年～50 年

・物品 ３年～20 年

ただし、一部の連結対象団体においては、定率法によっています。

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく

定額法によっています。）

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間

が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が

300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

（５）引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

・未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込

額を計上しています。

ただし、水道事業会計及び一部の連結対象団体においては、法人税法に

規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。

・長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個

別に改修可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

② 退職手当引当金

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に

対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積

立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した額を控除した額を計

上しています。

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給

付債務及び年金資産の見込み額に基づき計上しています。

③ 損失補償等引当金

期末時点で確定している損失補償債務等を計上しています。

④ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利

費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を

計上しています。

（６）リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリ

ース取引及びリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取



引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（７）連結資金収支計算書における資金の範囲

手許現金及び要求払預金

なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでい

ます。

（８）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、水道事業会計については、税抜方式によっています。

２ 重要な会計方針の変更等

（１） 会計方針の変更 該当なし

（２） 表示方法の変更 該当なし

（３） 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 該当なし

３ 重要な後発事象

（１）主要な業務の改廃 該当なし

（２）組織・機構の大幅な変更

平成 28 年度決算まで連結対象としていた株式会社渋川市民ゴルフ場につ

いては、平成 28 年度末に清算されたため、平成 29 年度決算から連結対象

外となっています。

（３）地方財政制度の大幅な改正 該当なし

（４）重大な災害等の発生 該当なし

４ 偶発債務

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っていま

す。

損失補償等引当金計上額

・渋川広域森林組合 1,929 千円

・北群渋川農業協同組合 81 千円

・群馬県信用保証協会 17,657 千円



（２）係争中の訴訟等 該当なし

５ 追加情報

（１）連結対象団体（会計）

連結の方法は次のとおりです。

① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

ただし、地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計

団体（会計）名 区分
連結

の方法

比例連

結割合

国民健康保険特別会計（事業勘定）

特別会計

全部連結 ―

国民健康保険特別会計（診療施設勘定）

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

農産物直売事業特別会計

伊香保温泉観光施設事業特別会計

小野上温泉事業特別会計

交流促進センター事業特別会計

水道事業会計
地方公営

企業会計

渋川地区広域市町村圏振興整備組合

一部事務

組合

比例連結
68.40%

烏帽子山植林組合 6.40%

群馬県市町村総合事務組合（退職手当支

給事務）

みなし連

結
―

群馬県市町村総合事務組合（消防団員等

公務災害補償等支給事務）

比例連結

5.06%

群馬県市町村総合事務組合（消防賞じゅ

つ金支給事務）
6.64%

群馬県市町村総合事務組合（災害弔慰金

支給等事務）
16.61%

群馬県市町村総合事務組合（非常勤職員

公務災害補償事務）
15.39%

群馬県市町村総合事務組合（学校医等公

務災害補償事務）
4.00%

群馬県市町村会館管理組合 2.86%

群馬県後期高齢者医療広域連合 広域連合 4.32%

渋川市土地開発公社
第三セク

ター等
全部連結 ―一般財団法人渋川市公共施設管理公社

子持産業振興株式会社



のうち、当該規定等の適用に向けた作業に着手しているものについては、連結

対象会計の対象外としています。したがって、一般会計等における他会計への

繰出金等が内部相殺されない場合があります。

・下水道事業特別会計 企業債残高 12,178,860 千円

他会計繰入金 625,649 千円

・農業集落排水事業特別会計 企業債残高 9,994,379 千円

他会計繰入金 652,660 千円

・個別排水処理事業特別会計 企業債残高 120,485 千円

他会計繰入金 17,709 千円

② 出資割合が 25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場

合は、比例連結の対象としていない場合があります。

（２）出納整理期間

地方自治法第 235 条の５に基づき、出納整理期間を設けられている団体

（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の

計数をもって会計年度末の計数としています。

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けて

いる団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、

現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

（３）表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合が

あります。

（４）過年度修正等に関する事項

固定資産台帳の精査の結果に基づき、修正を行いました。

なお、修正額は、△1,882,412 千円（有形固定資産△1,885,432 千円、投

資その他の資産 3,020 千円）です。


